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研究成果の概要（和文）：1990年代以降の日本では、政官関係、統治構造の大きな変化が生じてきた。本研究では、制
度の比較と憲法学の観点から、憲法の規範的枠組と統治の変容の双方を視野に収めた、統治機構全般にわたる理論の構
築をめざし、以下の点を明らかにした。①日本国憲法の統治機構の基礎には、民主的正統性の論理がある。②民主的正
統性を備えた機関相互の競合、国会両院に対する内閣の責任など、民主的正統性･政治責任の論理が複合的な形で組み
合わされている。③それらを通じ、等質性という法的構成原理と多様な社会の構成要素との調和が図られている。④憲
法の政治機構から帰結される制度の論理が、競合して、憲法の統治機構の機能を規定している。

研究成果の概要（英文）：After the 1990s, the structure of government in Japan has changed substantially. 
In this study, we examine this transformation, in consideration of constitutional framework and its 
function, by taking a comparative constitutional approach, and show that 1) framework of Constitution of 
Japan is based upon the logic of democratic legitimacy, 2) there exists a complex combination of 
democratic legitimacy and political responsibility, 3) it enables a conciliation between legal 
constituent principle of homogeneity and representation of social diversities, 4) institutional 
constraint resulting from this complex structure regulates the political system of Constitution of Japan.

研究分野： 憲法
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１．研究開始当初の背景 
1990 年代以降の日本では、「政治主導」に

よる政官関係の再編が志向されてきた。政治
機構をめぐる制度改正や運用の基調となっ
てきたのは、単純化すれば、衆議院議員選挙
における国民の政権選択をテコに、内閣･首
相を中心とした「政治主導」の体制を確立す
るという方向性である。研究代表者（只野）
は、一連の研究を通じ、比較という視点を交
えつつ、このような制度の運用と、直接公選
の強い参議院を組み込んだ日本国憲法の政
治機構との間には不整合があるという点を
明らかにしてきた。こうした認識をふまえ、
研究代表者は、憲法の規範的枠組の意義を代
表の基礎理論や責任の視点から論じると共
に、それにふさわしい合意形成のあり方を、
二院制論として提示してきたところである。 
 これらの研究における検討の中心は、代表
としての議会（国会）であった。しかしなが
ら平成 21年の政権交代と平成 22年参院選以
降のねじれの深刻化、さらに震災後の政治の
不安定化の中で、あらためて、国会と内閣と
の関係、内閣と官僚機構との関係が、問われ
るようになった。政治学を中心に政官関係の
実証的分析は様々に進められており、またガ
バナンス論や公私協働など、新たな理論動向
も生じている。しかし、憲法の規範的枠組と
現在の制度･運用との関係をめぐる、統治機
構全体を視野にいれた憲法学からの検討は、
なお不十分なままであった。 
 
２．研究の目的 
 以上のような問題状況に対し、政官関係を
めぐる制度的与件や理論的枠組の変動もふ
まえ、権力の正統性の論証と政治･行政のダ
イナミズムの分析の交差点に位置づけられ
る学問領域である憲法学の視点から、議会・
内閣・行政（官僚）機構それぞれの役割と相
互の関係について、憲法の規範的枠組と統治
の変容の双方を視野に収めつつ、新たな理論
構築をめざすことが、本研究の目的であった。 
統治の変容をふまえた政官関係の形成は、

必ずしも憲法のテクストの解釈から一義的
な解答を導きうる問題ではないが、しかし他
方において、憲法の制度的枠組に条件づけら
れ、また同時にその具体化と密接に関わって
いる。そこで本研究では、いわばテクストの
「余白」に形成される本質的制度のあり方を、
単なる政策的選択の問題としてではなく、権
力の正統性を問う規範の学としての憲法学
から考察することを目指した。 
また、フランス憲法学における近時の重要

な理論動向である「政治法」という視点に着
想を得つつ、変容する政官関係・統治機構の
把握のみならず、憲法学が政治現象を分析す
る際の方法論的基礎の確立も目指した。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、上述のように、必ずしも憲法
のテクストの解釈からは一義的に定まらな

い、しかしながら憲法の規範的枠組と密接に
関わる問題を、①統治のメカニズムや制度の
論理の分析、②そうしたメカニズムや制度の
正統性、という二つの視点を意識しつつ検討
した。またその際には、日本とフランスを中
心とした西欧諸国を比較する、という手法を
採用した。比較の中で、各国の制度に共通す
る論理と同時に、日本の制度をめぐる独自性
が浮かび上がると考えたからである。 
検討対象としたのは、①議会(国会)と内

閣・大統領（執政機関）との関係、②広義の
政治部門と官僚機構との関係、③統治の変容
をふまえた立法・行政それぞれの役割である。 
具体的には、①申請テーマに関連する文

献・資料の調査と収集（海外を含む）、②国
会等関係機関の実務家との意見交換、③憲法
学以外の関連領域を含む研究者との意見交
換、④憲法学以外の関連領域を含む学会・研
究会・シンポジウムへの参加（海外を含む）、
という手法を組み合わせ、研究を遂行した。 
文献の収集・調査は必ずしも図書・論文に

限らず、議会資料等の一次資料や聞き取り等
も含む。また全体を通じ、これまでの研究の
過程で得てきた国内外の人的ネットワーク
（議会関係の実務家、フランスの憲法･議会
制研究者など）をも活用した。 
 
４．研究成果 
（1）研究初年度である平成 24 年度には、基
礎的な文献･資料の収集・調査を中心に、研
究基盤の確立と問題の所在の確認を行うこ
とを予定していた。 
 まず、予定通り、フランス語文献を中心に、
内外の資料の収集を進めることができた。ま
た、国会関係の実務家やメディア関係者と、
近時の国会や政治のあり方について意見交
換を行い、日本選挙学会を中心に、政治学研
究者とも意見交換を行った。さらに、平成 24
年 9 月、京都大学で開催された日仏公法セミ
ナーに参加し、報告（学会発表④）を行った。
セミナーの前後を含め、フランスの憲法研究
者と意見交換を行うこともできた。 
平成 24 年度内に公刊された主な研究成果

は、後掲の論文⑩であり、そこでは東日本大
震災以降の状況を視野に、民主主義の基盤の
ゆらぎについて原理的な考察を行った。なお、
論文⑩が掲載された『危機の憲法学』は、新
聞の書評でも取り上げられるなど、学会以外
でも一定の注目を集めた。平成 24 年度後半
には、複数の論文の執筆も行った（いずれも
平成 25 年度中に刊行）。 
（2）平成 25 年度は、平成 24 年度における
基盤の整備をふまえ、研究を進めた。具体的
には、①フランスの統治構造の変容の研究へ
の着手、②方法論的な視座の整序と成果の刊
行を予定していた。 
このうち②については、予定通り、成果を

刊行することができた（図書③）。編者によ
る解題という形で、フランス憲法学における
蓄積と近時の理論動向をふまえ、研究課題の



解明の前提となる方法論について整序を行
った。 
 一方、①については、当初の予定を変更し
平成 26 年度以降に取り組むこととし、かわ
って、本来平成 26 年度に予定していた日本
の統治構造の分析に取り組んだ。平成 24 年
の衆議院議員選挙、平成 25 年の参議院選挙
を経て、政権の枠組みが一変した結果として
憲法改正論を含む統治構造改革が重要な論
点として浮上し、また、投票価値の不均衡を
めぐる一連の司法判断を受けて選挙制度改
革が重要課題となるなど、研究課題と関わる
大きな変化が生じた。そこで、こうした政治
的与件の急激な変化や変動をふまえ、改憲論
をも含む統治構造改革の議論の分析が急務
であると考えたことがその理由である。それ
等についての分析の成果は、論文⑤⑥⑦⑧⑨、
図書④として、公刊している。 
（3）平成 26 年度は、平成 25 年度を引き継
ぎ、①日本の統治構造の変容に関する分析を
行うとともに、②2008 年の大規模な憲法改
正以降のフランスにおける統治構造の変動
に関する分析を行い、平成 27 年度前半の成
果公開に向けて、論文等の執筆を進めた。 
①に関しては、日本国憲法の政治部門（国

会・内閣・財政）全般について、憲法の規範
構造、統治機構の運用・動態の変容をふまえ、
論文を公刊するとともに（論文④）、日本国
憲法の逐条解説書の執筆を行った。また、②
についても、フランス憲法学・政治学の理論
動向をふまえ、論文執筆を行った（いずれも
平成 27 年度に刊行）。さらに、平成 24 年度
に行った国際シンポジウムの成果が、フラン
スで刊行された（図書②）。 
 研究成果の社会的還元や国際交流の面で
も様々な成果があった。平成 26年 5月には、
参議院・国の統治機構に関する調査会に参考
人として出席し、①に関する成果に基づく発
言を行った。また平成 26 年 8 月には、韓国・
憲法裁判所附属の憲法研究所の招聘により、
憲法裁判に関する国際シンポジウムに参加
し、統治構造の変容をふまえた政治部門と司
法との関係についての報告を行い（学会発表
③）、韓国及びアジア各国の憲法研究者と意
見交換を行った。さらに、平成 27 年 3 月に
はフランスに出張して下院・国民議会を訪問
し、実務担当者と意見交換を行った。また併
せて、統治機構を専門とするフランスの憲法
研究者とともに研究会を開催し、報告･意見
交換を行った。 
（5）最終年度の平成 27 年度は、これまで 3
年の研究成果をふまえ、①さらにいくつかの
論攷をまとめるとともに、②これまでの研究
のとりまとめを行った。①については、フラ
ンスと日本それぞれについて、統治機構の変
容に関する論攷を公刊した（論文①②③）。
また②については、憲法の逐条解説書（共編
著）を公刊し、その中で統治機構全般（国会・
内閣・財政）にわたり、具体的な制度の解釈･
運用について論じている（図書①）。 

 平成 27 年 11 月には、アジア法学会で議会
政（議会、議会･政府関係）をめぐる総論報
告の機会を得た（学会発表①）。また、平成
27 年 11 月から 12 月にかけては、参議院の
国の統治機構に関する調査会事務局の依頼
により、統治機構全般にわたり専門的知見の
提供を行った。 
（6）以上のように、各年度の研究成果を通
じ、近年の統治構造の変容をふまえた、憲法
の規範的枠組と統治の変容の双方を視野に
収めた政官関係をめぐる新たな理論の構築、
そして憲法学が政治現象を分析する際の方
法論的基礎の確立という研究目標の達成に
つとめてきた。 
 一連の研究を通じ明らかにしたのは、①日
本国憲法の統治機構は、個人の政治的等価
性・普通直接選挙を基盤とする民主的正統性
の論理から構成されていること、②民主的正
統性を備えた機関相互の競合、国会両院に対
する内閣の責任など、民主的正統性･政治責
任の論理が複合的な形で組み合わされてい
ること、③そうした複雑な組み合わせを通じ、
等質性という法的構成原理と必ずしも個人
に解消されない多様な社会の構成要素との
調和が図られていること、④以上のような憲
法の政治機構から帰結される制度の論理が
競合する形で、憲法の複雑な統治機構の機能
を規定していること、を明らかにしてきた。 
 すでに以上のような研究成果を公刊して
いるが、加えて平成 28 年度中に、これまで
の研究成果を単著としてまとめ公刊する予
定である。 
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